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か、社会福祉推進事業として、細部の検討が行われて
いる(筆者もその作業の一部に関わっている)。政治に
大きな動き予想され、生活支援戦略が本当に実現でき
るのか、非常に危うい状況にあると言って良い。日本
は一体どこに向かうのだろうか。
[注]
(注1)アスポート編集委員会編 『生活保護200万人時
代の処方議Jぎょうせい、 2012年。
(注2)豊中市社会福祉協議会 『セーフテイネット コ
ミュニティソーシャルワーカーの現場』筒井書房、 2012
年。同書はマンガである。
(注3)特定非蛍利活動法人共同連編 『日本発 共生・
共働の社会的企業』現代書館、 2012年。
(注4)藤里町社会福祉協議会、秋田魁新報社編集 『ひ
きこもり 町おこしに発つ』秋田魁新報社、 2012年。
(注5)釧路市福祉部生活福祉事務所編集委員会 『希望
をもって生きるjCLC、2009年。
(注6)津富宏・ NPO法人青少年就労支援ネットワーク
静岡編著 『若年就労支援 「静岡方式」で行こう!!Jクリ
エイツかもがわ、 2011年。
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はじめに
地球規模の環境問題として、気候変動に注目が集
まっています。国際社会は、これまで国連気候変動枠
組条約と京都議定書を基礎として、地球温暖化に対処
するための枠組を構築してきました。
気候変動に関する国際社会の議論の過程で、多くの
関心を集めているのは中国です。中国は、2007年に世
界最大の三酸化炭素の排出国となり、その排出量は現
在も増加を続けています。中国の動向は、国際社会に
おける気候変動政策に大きな影響を与えるといっても
過言ではありません。
そとで本稿では、中国の気候変動政策を確認してい
きます。そしてこの問題に対する中国の環境NPOの
取り組みを紹介していきます。
1 .中国の気候変動政策
中国は、 1992年に国連気候変動枠組条約を批准し、
2002年には京都議定書を批准するなど、比較的早い
段階から国際条約に参加しています。しかし、京都議
定書の下で排出削減義務を負わない中国は、 2000年
代前半までは、環境問題に関して、気候変動よりも酸
性雨や水質汚染などへの対応を優先していました。
気候変動問題が積極的に政策として取り上げられる
ようになったのは2005年ごろからです。 2005年2月
には「中華人民共和国再生可能エネルギ一法jが公布
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され、 2006年3月には第11次5カ年計画が決定されま
した。ζの計画では、二酸化炭素排出抑制効果のある
拘束性目標が2つ示されたのです。それは、 2010年ま
でに、①単位GDP当たりのエネルギー消費量を2005
年比で20%程度削減すること、②森林被覆率を2005
年の18.2%から20%に増加させることでした。
そして2007年6月に中央政府は、「中国気候変動対
応国家計画」を決定し圏内における温暖化対策を強力
に展開するようになりました。翌2008年11月に中国は
最初の 「中囲気候変動対応の政策と行動白書」を国内
外に公表しました。その後、白書は、毎年国連気候変
動枠組条約締約国会議 (C0 p)が開催される直前の
11月に公表されています。
2011年3月16日に全国人民代表大会で、これから
の5年間のマクロ政策の方向性を示す第12次5カ年計
画が決定されました。そこでは、気候変動政策に関連
して、次のような5つの目標が設定されました。
①1次エネルギーに占める非化石エネルギーの割合
を8.3%から11.4%にする。
①単位GDP当たりのエネルギー消費量を16%削
減する。
①単位GDP当たりの二酸化炭素排出量を17%削
減する。
④森林被覆率を20.36%から21.66%にする。
①森林蓄積量を137億立方メ ートルから143億立方
メートルにする。
以上のように、中国は2005年ごろから国内の気候
変動政策を推進するようになり、一定の成果を上げて
きました。そして、中国は、国際社会において、自国
の気候変動政策における目標設定と成果をアピールし
ながら、先進国に対して強硬な姿勢で臨んできていま
す。
国際会議における中国の姿勢は、総じていえば、発
展途上国の立場を強調しながら、国内状況に照らし
て可能な範囲での数値目標を設定し、それによって自
分たちは責任の一端を果たしていると主張するもので
す。「中国の果たす責任」を盾にして、先進国に追加
的な削減量を求めると同時に、資金提供・技術供与を
引き出そうとしているといえるでしょう。他方、後発
国、 島唄園、アフリカ諸国などへの支援を行うなど、
途上国のリーダーとしての側面も有しています。
このような中国の姿勢に対して、国際社会の一部で
は、中国の排出削減目標は、単位GDP当たりの削減
であり、総排出量の削減ではない。中国も国際社会の
一員として、総排出量の削減義務を負うべきであると
いう指摘がなされています。
2.気候変動政策と環境NPO
中国の環境NPOは、これまで政府との協調関係を
基礎にしながら、気候変動問題に関わってきました。
2007年には、政府系のNPOである[中国国際民間組
織協力促進会」を事務局として、「自然の友」ゃ「北京
地球村jなどの環境NPOが、「中国民間気候変動行
動ネットワーク (CCAN)Jを設立しました。
2008年1月には、 「自然の友」、[北京地球村j、「縁
家園ボランティア」、「公衆と環境研究センター」など
8団体が 「温暖化する中園、市民社会の意識と行動J
というレポートを発表し、 2009年11月には、 「自然の
友」、 「地球村」、 「緑家園ボランティアj、「公衆と環境
研究センターJなど7団体が、「中国気候変動対応の
政策と行動白書jの2010年版において、「中国市民社
会の気候変動に対応する立場Jを表明しました。 その
内容は次のようなものです。
①気候変動による重大な影響を避けるために、各
国政府は国連気候変動枠組条約の下で気候変動に
対応する共同目標を制定すべきである。先進国は、
温室効果ガスの削減義務を自発的に負い、率先し
て温室効果ガスを削減すべきである。
①先進国は、 2020年に1990年比で温室効果ガス排
出量を40%削減することを承諾すべきである。
①共通だが差異ある責任の原則の下、 先進国は、
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発展途上国に資金援助、技術移転、能力建設の支
持をすべきである。発展途上国は、囲内で積極的
に気候変動対策を推進し、温室効果ガスの排出抑
制目標を自主制定すべきである。
④先進国と発展途上国は、共同で地球レベルの低
炭素型の持続可能な発展を探索すべきである。
⑤各国は、コペンハーゲン会議で協議された真正、
公平、公正で、貧困国家や弱者に思恵を与える合意
の実現に向けて、共に努力すべきである。
⑥世界的金融危機を背景にして、各国は、気候変
動対応をゆるめることなく、低炭素経済を発展さ
せ、グリーン産業における就業機会を創出すべき
である。
⑦中国は、気候変動の重大な影響を受ける発展途
上の大固なので、気候変動対応において発展途上
国に模範を示すべきである。
③中国政府は、気候変動政策を制定、実施する際
に、社会的公平の原則を十分考慮、すべきである。
①省エネ・汚染物質排出削減対策を積極的に行い、
環境および社会に与える影響を正確に評価するこ
とを前提として、再生可能エネルギ一、低炭素経
済を発展させ、持続可能な発展を推進するべきで
ある。
⑪中国政府は、生態系が脆弱な地域や貧困層に対
する気候変動の影響を軽減するために、積極的に
適当な対応を行うべきである。
⑪政府は、政策形成や政策の実施過程の監督に市
民や民間団体が参画することを保障し奨励すべき
である。
ここに示されている中国市民社会の気候変動に対す
る基本的な立場は、先進国に積極的な排出削減と途上
国への支援を求めるなど、概して中国政府と同様のも
のとなっています。高度な政治判断が求められる外交
問題について、中国の環境NPOが独自の立場を示す
ことが困難である状況が伺えます。民主的空間が制限
されている中国の現状では、政府の気候変動政策を基
本的に支持し協調関係を築きながら、市民への啓蒙活
動を行うことが、環境NPOのより現実的な選択とい
えるでしょう。
ただ、政府に対して政策形成や監督行為への市民
参加を保障し奨励することを要求している環境NPO
の文書が、中央政府の白書に掲載されていることは非
常に興味深いといえます。今後、 中国において、気候
変動政策における市民参加が実現されることを望みた
pと思います。
